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スを提供してまいります。 

 

(2) 経営合理化の進捗状況 

［総経費］ 

15 年 3 月期の総経費(業務純益ベース)は、人員の削減、国内店舗統合の推進、事務

合理化の推進等、諸施策の効果から、前年度比 231 億円減少の 6,470 億円と、合併した

旧わかしお銀行の経費 81 億円の合算後で計画値の 6,500 億円を 30 億円下回りました。 

人件費につきましては、従業員給与の 7 年連続ベア凍結や人員の削減を引き続き進め

たほか、賞与ファンドの削減(前年比 8％)を実施した結果、2,539 億円と前年度比 179

億円の削減となりました。 

物件費につきましては、国内店舗統合の早期実現や拠点集約による余剰スペースの返

還・売却、事務合理化の推進等により、3,577 億円と前年度比 89 億円の削減を実現い

たしました。 

［役職員数］ 

15 年 3 月末の役員数(持株会社+銀行)は、14 年 3 月末比 9 名減少の 24 名となりまし

た。なお、14 年 6 月に相談役制度を廃止しております。 

従業員数はわかしお銀行と合併した結果、24,024 名(15 年 3 月末)となりました。合

併による増加要因を控除した従業員数は 23,401 名であり、計画(23,500 名)を達成して

おります。 

[ 国内店舗・海外拠点数]  

14 年度中に 161 ヶ店の店舗統合を行なった結果、15 年 3 月末の国内本支店数は 14

年 3 月末比 127 ヶ店減少の 437 ヶ店となりました。この 437 ヶ店には旧わかしお銀行の

34 ヶ店および共同店舗が 2 ヶ店含まれており、これらを勘案いたしますと実質的な 15

年 3 月末の国内本支店数は計画通り 401 ヶ店となります。なお、共同店舗は 1 ヶ所に 2

ヶ店を併存させる形態の店舗ですが、2 ヶ店の共同店舗は各々15 年 4 月中に統合を終了

いたしました。 
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海外支店につきましては、合併初年度である 13 年度に重複店舗の統合を完了し、現

在一層の店舗網再編を進めております。具体的には14年 5月に台北支店を開設する一方、

14年 12月に洋浦支店を閉鎖、また14年 7 月にはロスアンゼルス支店を出張所といたしま

した。この結果、15 年 3 月末の海外支店数は 20 ヶ店となりました。 

 

(3) 不良債権処理の進捗状況 

  15 年 3 月期の不良債権処理額は、一般貸倒引当金を含め、1 兆 745 億円と計画値を

5,745 億円上回る結果となりました。これは、金融再生プログラム等の趣旨を踏まえ、

不良債権の積極的な処理を実施したことによるものです。具体的には、不良債権の最終

処理(オフバランス化)の更なる促進を図ったほか､将来リスクへの一層の対応強化とい

たしまして､ＤＣＦ法の適用等による要注意先(含む要管理先)に対する引当率の引上げ、

債務者の再建進捗に伴うコストの手当て等を実施いたしました。 

なお、14 年度におきましては、貸出金償却、債権売却等により元本総額で 2 兆 2,283

億円のオフバランス化を実施しております。 

 また、経済合理性、経営責任の明確化、社会的影響を考慮した上で、7 社、1,771 億

円の債権放棄を実施いたしました。 

 

(4）国内向け貸出の進捗状況 

[15 年 3 月末の実績等の状況]  

15 年 3 月末における国内貸出の実績(実勢ベース(インパクトローンを除く))は、14

年 3 月末対比 2 兆 2,439 億円の増加となりました。企業規模別では、大企業および中堅

企業向け貸出が「交付税及び譲与税配付金特別会計(交付税特会)」向け貸出の増加(約

3 兆円)を主因に 2 兆 6,774 億円増加しましたほか、個人向け貸出も住宅ローンを中心

に2,962億円増加いたしましたが、中小企業向け貸出は7,297億円の減少となりました。 

15 年 3 月末の中小企業向け貸出につきましては、14 年度下期において各種施策を実

施しましたことから 14 年 9 月末比 1 兆 2,111 億円の増加となりましたが、年間では、


